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【別紙１】 
○特定商取引に関する法律（昭和五十一年法律第五十七号）（抄） 

 

 （定義） 

第二条 この章及び第五十八条の十八第一項において「訪問販売」とは、次に掲

げるものをいう。 

一 販売業者又は役務の提供の事業を営む者（以下「役務提供事業者」という。）

が営業所、代理店その他の主務省令で定める場所（以下「営業所等」という。）

以外の場所において、売買契約の申込みを受け、若しくは売買契約を締結し

て行う商品若しくは指定権利の販売又は役務を有償で提供する契約（以下

「役務提供契約」という。）の申込みを受け、若しくは役務提供契約を締結

して行う役務の提供 

二 略 

２ この章及び第五十八条の十九において「通信販売」とは、販売業者又は役務

提供事業者が郵便その他の主務省令で定める方法（以下「郵便等」という。）

により売買契約又は役務提供契約の申込みを受けて行う商品若しくは指定権

利の販売又は役務の提供であつて電話勧誘販売に該当しないものをいう。 

３ この章及び第五十八条の二十第一項において「電話勧誘販売」とは、販売業

者又は役務提供事業者が、電話をかけ又は政令で定める方法により電話をか

けさせ、その電話において行う売買契約又は役務提供契約の締結についての

勧誘（以下「電話勧誘行為」という。）により、その相手方（以下「電話勧誘

顧客」という。）から当該売買契約の申込みを郵便等により受け、若しくは電

話勧誘顧客と当該売買契約を郵便等により締結して行う商品若しくは指定権

利の販売又は電話勧誘顧客から当該役務提供契約の申込みを郵便等により受

け、若しくは電話勧誘顧客と当該役務提供契約を郵便等により締結して行う

役務の提供をいう。 

 

 

 

（承諾をしていない者に対する電子メール広告の提供の禁止等）  

第十二条の三 販売業者又は役務提供事業者は、次に掲げる場合を除き、通信販

売をする場合の商品若しくは指定権利の販売条件又は役務の提供条件につい

て、その相手方となる者の承諾を得ないで電子メール広告（当該広告に係る通

信文その他の情報を電磁的方法（電子情報処理組織を使用する方法その他の

情報通信の技術を利用する方法であつて主務省令で定めるものをいう。以下

同じ。）により送信し、これを当該広告の相手方の使用に係る電子計算機の映
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像面に表示されるようにする方法により行う広告をいう。以下同じ。）をして

はならない。  

一～三 （略） 

 

 

 

（適用除外） 

第二十六条 前三節の規定は、次の販売又は役務の提供で訪問販売、通信販売又

は電話勧誘販売に該当するものについては、適用しない。 

一～七 （略） 

八 次に掲げる販売又は役務の提供 

イ 金融商品取引法・・・（中略）・・・に規定する役務の提供 

ロ 宅地建物取引業法・・・（中略）・・・に規定する商品の販売又は役務の

提供 

ハ 旅行業法・・・（中略）・・・に規定する役務の提供 

ニ イからハまでに掲げるもののほか、他の法律の規定によつて訪問販売、

通信販売又は電話勧誘販売における商品若しくは指定権利の売買契約又

は役務提供契約について、その勧誘若しくは広告の相手方、その申込みを

した者又は購入者若しくは役務の提供を受ける者の利益を保護すること

ができると認められる販売又は役務の提供として政令で定めるもの 

 

 

 

（消費者委員会及び消費経済審議会への諮問） 

第六十四条 主務大臣は、第二条第四項、第二十六条第一項第八号ニ、第二項、

第三項各号、第四項第一号若しくは第二号、第五項第二号若しくは第六項第二

号、第四十一条第一項第一号（期間に係るものに限る。）若しくは第二項、第

四十八条第二項、第五十八条の四又は第五十八条の十七第二項第二号の政令

の制定又は改廃の立案をしようとするときは、政令で定めるところにより、消

費者委員会及び消費経済審議会に諮問しなければならない。 


